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（決算日　2015年 3 月12日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ・アジア・バイイングパ
ワー・ファンド」は、このたび、第₁₀期の決
算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4745>

ダイワ・アジア・
バイイングパワー・ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／内外／株式
信 託 期 間 約 9 年11カ月間（2010年 3 月31日～2020年 3 月12日）
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

1 ．アジア（日本を含みます。）の金融商品
取引所上場株式および店頭登録株式（ＤＲ
（預託証券）を含みます。また、上場予定
および店頭登録予定を含みます。）
2 ．アジアの企業のＤＲ（預託証券）

運 用 方 法

①主として、アジア（日本を含みます。）の
企業の株式（ＤＲ（預託証券）を含みます。
以下同じ。）の中から、アジア新興国の購買
力拡大の恩恵を受けると判断される銘柄に
投資することにより、信託財産の成長をめ
ざして運用を行ないます。
②運用にあたっては、以下の点に留意して
投資することを基本とします。
　イ ．アジア新興国の個人消費動向や人口

動態等を考慮し、消費者向けの製品お
よびサービスに関連する企業を投資対
象銘柄とします。

　ロ ．個別企業のアジア新興国における事
業実績、競争力、成長性、経営戦略等
を分析して組入候補銘柄を選定します。

　ハ ．業種および国・地域の分散、株価バ
リュエーション等を考慮し、ポートフォ
リオを構築します。

③外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・
アセット・マネジメント（ホンコン）リミテッ
ドおよびダイワ・アセット・マネジメント

（シンガポール）リミテッドの助言を受けま
す。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財
産の純資産総額の80％程度以上に維持する
ことを基本とします。
⑤為替変動リスクを回避するための為替
ヘッジは原則として行ないません。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と
売買益（評価益を含みます。）等とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配
金額を決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合には、分配を行なわないことが
あります。



ダイワ・アジア・バイイングパワー・ファンド

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基　　準　　価　　額 ＭＳＣＩ ＡＣ Asia 指数

（除く日本、円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₆ 期末（₂₀₁₃年 ₃ 月₁₂日） ₁₁, ₅₇₉ ₈₀₀ ₃₉. ₂ ₁₁, ₆₉₅ ₃₉. ₁ ₉₆. ₂ ― ₂, ₇₉₁
₇ 期末（₂₀₁₃年 ₉ 月₁₂日） ₁₁, ₆₉₉ ₀ ₁. ₀ ₁₁, ₆₆₂ △ ₀. ₃ ₉₄. ₄ ― ₁, ₉₂₂
₈ 期末（₂₀₁₄年 ₃ 月₁₂日） ₁₂, ₅₅₃ ₄₀₀ ₁₀. ₇ ₁₂, ₀₉₇ ₃. ₇ ₉₄. ₃ ― ₁, ₆₉₆
₉ 期末（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₂日） ₁₃, ₄₀₉ ₈₀₀ ₁₃. ₂ ₁₃, ₉₁₉ ₁₅. ₁ ₉₇. ₈ ― ₁, ₇₅₀
₁₀期末（₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日） ₁₃, ₉₇₃ ₅₀₀ ₇. ₉ ₁₅, ₁₁₇ ₈. ₆ ₉₆. ₁ ― ₁, ₆₃₄

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ） ＭＳＣＩ ＡＣ Asia 指数（除く日本、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc. の承諾を得て、ＭＳＣＩ ＡＣ Asia 指数（除く日本、米ドルベース）をも

とに円換算し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣＩ ＡＣ Asia 指数は、ＭＳＣＩ Inc. が開発した
株価指数で、同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc. に帰属します。またＭＳＣＩ Inc. は、同指数の内容を変
更する権利および公表を停止する権利を有しています。

（注 ₃ ）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。

1



ダイワ・アジア・バイイングパワー・ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₃, ₄₀₉円　期末：₁₃, ₉₇₃円（分配金₅₀₀円）　騰落率：₇. ₉％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

当期の基準価額は、中国の金融緩和政策への期待感やＥＣＢ（欧州中央銀行）による量的緩和政策発表を背景に株価が上
昇したこと、また為替相場で円安米ドル高（円安アジア通貨高）が進行したことが寄与し、値上がりしました。

◆投資環境について
○アジア株式市況

アジア株式市況は上昇しました。
期首から₂₀₁₄年₁₀月中旬にかけて、米国の利上げ観測の高まりやＩＭＦ（国際通貨基金）が世界経済成長率予想を下方

修正したことなどを背景に下落しました。₁₀月下旬にかけては、堅調な米国の経済指標やＥＣＢによる景気刺激策の拡大
期待の高まりから上昇局面となりましたが、その後は、中国経済への懸念、原油価格の下落による産油国経済の先行き不
透明感やエネルギー関連企業の業績悪化懸念などから₁₂月中旬にかけて下落基調となりました。₁₂月下旬以降は、中国の
金融緩和政策への期待感やＥＣＢによる量的緩和政策発表、また原油価格の底打ち感の台頭などにより、期末にかけて上
昇基調となりました。

○為替相場
為替相場では、主要な通貨に対して円安が進みました。
米ドル円為替相場は、米国の量的金融緩和終了の決定や日銀による予想外の追加金融緩和実施などから、₂₀₁₄年₁₂月中

旬にかけて急速に円安米ドル高が進行しました。₁₂月以降は、原油価格やロシア・ルーブルの急落などを受けたリスク回
避姿勢の高まりによる円高圧力と、金利先高観による米ドル高圧力が交錯し、期末まで一進一退の推移となりました。

年　　月　　日
基 準 価 額 ＭＳＣＩ ＡＣ Asia 指数

（除く日本、円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率
円 ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₉ 月₁₂日 ₁₃, ₄₀₉ ― ₁₃, ₉₁₉ ― ₉₇. ₈ ―
₉ 月末 ₁₃, ₃₂₀ △ ₀. ₇ ₁₃, ₅₇₂ △ ₂. ₅ ₉₆. ₉ ―
₁₀月末 ₁₃, ₀₃₂ △ ₂. ₈ ₁₃, ₆₀₄ △ ₂. ₃ ₉₅. ₉ ―
₁₁月末 ₁₄, ₁₈₉ ₅. ₈ ₁₄, ₉₀₉ ₇. ₁ ₉₆. ₆ ―
₁₂月末 ₁₃, ₇₁₃ ₂. ₃ ₁₄, ₈₃₄ ₆. ₆ ₉₇. ₀ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₄, ₁₆₂ ₅. ₆ ₁₅, ₀₀₂ ₇. ₈ ₉₂. ₅ ―
₂ 月末 ₁₄, ₄₄₂ ₇. ₇ ₁₅, ₃₅₀ ₁₀. ₃ ₉₇. ₁ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日 ₁₄, ₄₇₃ ₇. ₉ ₁₅, ₁₁₇ ₈. ₆ ₉₆. ₁ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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ダイワ・アジア・バイイングパワー・ファンド

◆前期における「今後の運用方針」

〈株式組入比率〉
当面80～100％とする運用を継続する方針です。

〈ポートフォリオ〉
ポートフォリオを構築する上では、アジアの購買力拡大の恩恵を受ける企業への投資を行ないます。投資方針として

は、所得水準の向上を背景に消費拡大の恩恵を大きく受ける一般消費財・サービスの投資魅力が高いと考えます。国際
商品市況の影響を受けやすい生活必需品については、個別企業の収益性や各国のインフレ動向などを注視して投資を行
なう方針です。

◆ポートフォリオについて
アジアの購買力拡大の恩恵を受ける企業を精査・選別し、₅₃銘柄程度を組入れました。国別では、モディ政権による経済

構造改革の進展が期待されたインド、また金融緩和姿勢の継続が期待された中国などの組入比率を高位としました。セク
ター別では、モータリゼーションが進展するアジア各国の自動車関連銘柄を中心に一般消費財・サービスの組入比率を高位
としました。また、アジア経済は堅調な成長が維持されるとの見通しのもと、株式組入比率は、期を通じておおむね₉₀％程
度以上を維持しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドでは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。当ファンドは運用スキーム上、アジア各国の消

費者購買力の拡大の恩恵を受けると考えられる銘柄を中心に投資しております。参考指数はアジア市場の動向を表す代表的
な指数として掲載しております。
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（2014. 9. 12～2015. 3. 12）

基準価額
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ダイワ・アジア・バイイングパワー・ファンド

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₅₀₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₉ 月₁₃日
～₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₅₀₀
対 基 準 価 額 比 率（％） ₃. ₄₅
当 期 の 収 益（円） ₅₀₀
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₃, ₉₇₂
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₆₉. ₀₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₉₉₃. ₆₈
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃₅₇. ₃₂
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₃, ₀₅₂. ₅₆
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₄, ₄₇₂. ₆₂
（ｆ）分 配 金 ₅₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₃, ₉₇₂. ₆₂
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　当ファンドでは、アジア各国の購買力拡大からの恩恵を享受することをめざし、高い利益成長が期待される企業への投資を
行ないます。国別では、モディ政権による経済構造改革の進展が期待されるインドや、魅力的な人口構成が構造的な消費拡大
につながるフィリピンに注目しています。また通貨下落の恩恵を受ける企業を中心に日本、台湾、韓国などにも投資機会が大
きいと考えています。今後も、個別企業の収益性や各国のインフレ動向などに注視して投資を行なう方針です。
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ダイワ・アジア・バイイングパワー・ファンド

■売買および取引の状況
（1）株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₃日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日まで）
買 付 売 付

株　数 金　額 株　数 金　額

国　　内
千株 千円 千株 千円

₃₂. ₅ ₁₀₄, ₇₇₁ ₅₃. ₂ ₁₈₈, ₉₄₅ 
（ ―） （ ―） 

外
　
　
　
　
　
　
　
国

百株 千香港ドル 百株 千香港ドル

香 港 ₃₄, ₁₆₀ ₁₃, ₀₉₉ ₁₃, ₈₈₁ ₁₈, ₉₈₈ 
（ ₁, ₈₄₀） （ ―） 

百株 千シンガポール・ドル 百株 千シンガポール・ドル

シンガポール ₂, ₄₂₈ ₃₁₈ ₁, ₀₇₀ ₂₀₂ 
（ ―） （ ―） 

百株 千台湾ドル 百株 千台湾ドル

台 湾 ₁, ₄₅₀ ₁₂, ₉₃₈ ₂, ₁₈₀ ₉, ₅₀₅ 
（ ―） （ ―） 

百株 千フィリピン・ペソ 百株 千フィリピン・ペソ

フィリピン ₁₅, ₃₈₁ ₃₀, ₈₅₆ ₁₈, ₆₆₁ ₂₆, ₂₂₀ 
（ ―） （ ―） 

百株 千インド・ルピー 百株 千インド・ルピー

イ ン ド ₁, ₀₇₈. ₂₉ ₅₂, ₅₉₃ ₈₄₄ ₅₀, ₃₅₃ 
（ ―） （ ―） 

百株 千インドネシア・ルピア 百株 千インドネシア・ルピア

インドネシア ₅₉, ₅₇₁ ₁₁, ₅₉₃, ₃₈₅ ₉₀, ₄₀₄ ₂₀, ₃₈₉, ₆₁₆ 
（ ―） （ ―） 

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₉. ₁₃～₂₀₁₅. ₃. ₁₂）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₂₃円 ₀. ₉₀₀％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₃, ₆₉₇円です。

（投信会社）  （₅₉）  （₀. ₄₂₈） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₅₉）  （₀. ₄₂₈） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₆）  （₀. ₀₄₃） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₄₂   ₀. ₃₀₇   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₄₂）  （₀. ₃₀₇） 
（新株予約権証券）  （₀）  （₀. ₀₀₀） 

有価証券取引税  ₁₆   ₀. ₁₁₉   有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （₁₆）  （₀. ₁₁₉） 
（新株予約権証券）  （₀）  （₀. ₀₀₀） 

その他費用  ₂₃   ₀. ₁₇₁   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（保管費用）  （₁₃）  （₀. ₀₉₇） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （₁₀）  （₀. ₀₇₁） 信託事務の処理等に関するその他費用
合　　　　計  ₂₀₅   ₁. ₄₉₆  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。

買 付 売 付
株　数 金　額 株　数 金　額

外
　
　
　
　
　
国

百株 千韓国ウォン 百株 千韓国ウォン

韓 国 ₂₁. ₉ ₃₉₀, ₅₉₈ ₉₇. ₄ ₁, ₀₀₁, ₆₆₁ 
（ ―） （ ―） 

百株 千マレーシア・リンギット 百株 千マレーシア・リンギット

マレーシア ₃, ₀₀₀ ₉₉₂ ₁, ₈₀₄ ₇₅₈ 
（ ―） （ ―） 

百株 千タイ・バーツ 百株 千タイ・バーツ

タ イ ₄, ₉₇₂ ₁₁, ₈₆₀ ₈, ₂₃₅ ₂₁, ₆₇₁ 
（ ―） （ ―） 

百株 千ベトナム・ドン 百株 千ベトナム・ドン

ベトナム ₄₇₆ ₅, ₇₃₂, ₃₃₅ ― ― 
（ ―） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。
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■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₃日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₈₁₈ ₂₇ ₃. ₄ ₁, ₀₉₈ ₄₁ ₃. ₈ 

新株予約権証券 ― ― ― ₀ ― ― 

為 替 予 約 ₁₉₉ ― ― ₃₇₈ ― ― 

コール・ローン ₃, ₆₈₁ ― ― ― ― ― 

（2） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₃日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₅, ₃₀₀千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₁₁₀千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₂. ₁％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₃日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁, ₉₁₆, ₂₈₄千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁, ₆₆₈, ₆₀₀千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₁₄ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₃日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
GREAT WALL MOTOR COMPANY-H（中国）  ₁₀₀ ₆₃, ₅₅₀ ₆₃₅  ASTRA INTERNATIONAL TBK PT（インドネシア）  ₈₅₀ ₆₁, ₇₉₂ ₇₂ 
EROS INTERNATIONAL MEDIA LTD（インド）  ₅₅. ₃₅₉ ₄₁, ₄₂₃ ₇₄₈  MAHINDRA & MAHINDRA LTD（インド）  ₂₃. ₈ ₅₆, ₃₁₆ ₂, ₃₆₆ 
GEELY AUTOMOBILE HOLDINGS LT（ケイマン諸島）  ₈₀₀ ₃₈, ₆₀₅ ₄₈  セイコーエプソン  ₁₁ ₅₅, ₂₄₅ ₅, ₀₂₂ 
MATAHARI DEPARTMENT STORE TB（インドネシア）  ₂₅₁. ₂ ₃₇, ₂₂₇ ₁₄₈  TIGA PILAR SEJAHTERA FOOD（インドネシア）  ₂, ₆₈₃. ₅ ₅₂, ₇₀₁ ₁₉ 
UNIVERSAL ROBINA CORP（フィリピン）  ₆₅. ₃ ₃₆, ₉₁₂ ₅₆₅  SANDS CHINA LTD（ケイマン諸島）  ₇₈ ₄₈, ₉₂₀ ₆₂₇ 
BAJAJ CORP LTD（インド）  ₄₀. ₈₇ ₃₃, ₆₉₄ ₈₂₄  GUANGZHOU AUTOMOBILE GROUP-H（中国）  ₄₅₀ ₄₇, ₅₇₅ ₁₀₅ 
BERJAYA AUTO BHD（マレーシア）  ₃₀₀ ₃₃, ₁₁₀ ₁₁₀  ITC LTD（インド）  ₆₀. ₆ ₄₁, ₃₇₇ ₆₈₂ 
MOBILE WORLD INVESTMENT CORP（ベトナム）  ₄₇. ₆ ₃₁, ₇₁₀ ₆₆₆  CHINA MENGNIU DAIRY CO（ケイマン諸島）  ₉₀ ₄₁, ₃₁₂ ₄₅₉ 
SSI GROUP INC（フィリピン）  ₁, ₀₇₂. ₈ ₃₁, ₃₆₈ ₂₉  ALLIANCE GLOBAL GROUP INC（フィリピン）  ₆₀₀ ₃₈, ₂₀₀ ₆₃ 
ソニー  ₉. ₉ ₃₁, ₁₂₀ ₃, ₁₄₃  TENCENT HOLDINGS LTD（ケイマン諸島）  ₁₈. ₆ ₃₈, ₀₁₉ ₂, ₀₄₄ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

（2）新株予約権証券
（₂₀₁₄年 ₉ 月₁₃日から₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日まで）

買　　　　付 売　　　　付
証 券 数 金　　額 証 券 数 金　　額

外 

国

証券 千タイ・バーツ 証券 千タイ・バーツ

タ イ ―    ―  ₁₃, ₅₀₀  ₈₀ 
（ ₁₃, ₅₀₀） （ ―） （ ―） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は、割当、権利行使及び権利行使期間満了等による増減分で、上段

の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）単位未満は切捨て。
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銘　　　　柄 期　　首 当　　期　　末
株　　数 株　　数 評 価 額

千株 千株 千円

化学（4． 4％）
　日東電工 ₅ ₁ ₇, ₅₂₇ 
電気機器（7₆． 3％）
　セイコーエプソン ₁₁ ― ― 
　ソニー ― ₉. ₉ ₃₂, ₂₉₈ 
　アルプス電気 ₃₀ ₁₆. ₈ ₄₇, ₇₁₂ 
　カシオ ₁₅ ₁₅ ₃₁, ₆₂₀ 
　浜松ホトニクス ₃. ₅ ₂. ₅ ₁₇, ₆₇₅ 
輸送用機器（10． 0％）
　トヨタ自動車 ₀. ₅ ― ― 
　マツダ ₁₂ ― ― 
　富士重工業 ― ₄. ₁ ₁₆, ₈₈₃ 
情報・通信業（₉． 3％）
　コナミ ― ₇ ₁₅, ₇₅₇ 

千株 千株 千円

合 計
株 数、 金 額 ₇₇ ₅₆. ₃ ₁₆₉, ₄₇₃ 

銘柄数＜比率＞ ₇銘柄 ₇銘柄 ＜₁₀. ₄％＞ 
（注 ₁ ）銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する各業種の比率。
（注 ₂ ）合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
（1）国 内 株 式

（2）外 国 株 式

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千香港ドル 千円 
（香港）
GEELY AUTOMOBILE HOLDINGS LT ― ₈, ₀₀₀ ₂, ₇₄₄ ₄₂, ₉₄₃ 一般消費財・サービス
HAIER HEALTHWISE HOLDINGS LT ― ₁₀, ₀₀₀ ₈₄₀ ₁₃, ₁₄₆ 一般消費財・サービス
GOME ELECTRICAL APPLIANCES ₁₀, ₀₀₀ ₂₀, ₀₀₀ ₂, ₀₈₀ ₃₂, ₅₅₂ 一般消費財・サービス
LI & FUNG LTD ₁, ₂₀₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
TENCENT HOLDINGS LTD ₂₁₀ ₂₄ ₃₁₆ ₄, ₉₄₆ 情報技術
SITOY GROUP HOLDINGS LTD ₇₂₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
CHINA MODERN DAIRY HOLDINGS ― ₂, ₄₉₀ ₆₅₉ ₁₀, ₃₂₆ 生活必需品
BYD CO LTD-H ₅₅₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
CHINA ZHENGTONG AUTO SERVICE ₃, ₀₀₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
STELLA INTERNATIONAL ― ₉₆₀ ₁, ₈₇₂ ₂₉, ₂₉₆ 一般消費財・サービス
SANDS CHINA LTD ₇₈₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
MAN WAH HOLDINGS LTD ₁, ₈₄₀ ₃, ₇₂₀ ₂, ₅₀₃ ₃₉, ₁₈₀ 一般消費財・サービス
ANTA SPORTS PRODUCTS LTD ₁, ₆₀₀ ₁, ₆₀₀ ₂, ₆₂₀ ₄₁, ₀₁₅ 一般消費財・サービス
GUANGZHOU AUTOMOBILE GROUP-H ₄, ₅₀₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
CHINA MENGNIU DAIRY CO ₉₀₀ ― ― ― 生活必需品
GREAT WALL MOTOR COMPANY-H ― ₈₄₅ ₃, ₈₈₇ ₆₀, ₈₃₁ 一般消費財・サービス
BRILLIANCE CHINA AUTOMOTIVE ₃, ₀₀₀ ₂, ₇₈₀ ₄, ₁₁₄ ₆₄, ₃₉₀ 一般消費財・サービス

香 港 ド ル 通 貨 計
株 　 数 、 金 　 額 ₂₈, ₃₀₀ ₅₀, ₄₁₉ ₂₁, ₆₃₇ ₃₃₈, ₆₂₉ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₁₂ 銘柄 ₁₀ 銘柄 ＜₂₀. ₇％＞ 
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銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千シンガポール・ドル 千円 
（シンガポール）
SHENG SIONG GROUP LTD ― ₁, ₈₅₀ ₁₃₆ ₁₂, ₀₀₂ 生活必需品
WILMAR INTERNATIONAL LTD ― ₅₇₈ ₁₈₄ ₁₆, ₂₁₅ 生活必需品
OSIM INTERNATIONAL LTD ₁, ₄₀₀ ₃₃₀ ₆₈ ₆, ₀₁₇ 一般消費財・サービス

シンガポール・ドル通貨計
株 　 数 、 金 　 額 ₁, ₄₀₀ ₂, ₇₅₈ ₃₉₀ ₃₄, ₂₃₅ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₁ 銘柄 ₃ 銘柄 ＜₂. ₁％＞ 

百株 百株 千台湾ドル 千円 
（台湾）
MAKALOT INDUSTRIAL CO LTD ― ₄₅₀ ₈, ₉₃₂ ₃₄, ₃₀₀ 一般消費財・サービス
HOTA INDUSTRIAL MFG CO LTD ― ₁, ₀₀₀ ₆, ₀₇₀ ₂₃, ₃₀₈ 一般消費財・サービス
FAR EASTERN DEPARTMENT STORE ₂, ₀₄₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
GIANT MANUFACTURING ₂₅₀ ₁₁₀ ₃, ₁₉₀ ₁₂, ₂₄₉ 一般消費財・サービス

台 湾 ド ル 通 貨 計
株 　 数 、 金 　 額 ₂, ₂₉₀ ₁, ₅₆₀ ₁₈, ₁₉₂ ₆₉, ₈₅₉ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₂ 銘柄 ₃ 銘柄 ＜₄. ₃％＞ 

百株 百株 千フィリピン・ペソ 千円 
（フィリピン）
SSI GROUP INC ― ₁₀, ₇₂₈ ₁₁, ₃₉₃ ₃₁, ₂₁₇ 一般消費財・サービス
RFM CORPORATION ₈, ₅₄₁ ― ― ― 生活必需品
JOLLIBEE FOODS CORP ₁, ₀₇₀ ₉₅₀ ₂₀, ₃₃₀ ₅₅, ₇₀₄ 一般消費財・サービス
UNIVERSAL ROBINA CORP ― ₆₅₃ ₁₄, ₀₃₉ ₃₈, ₄₆₈ 生活必需品
ALLIANCE GLOBAL GROUP INC ₆, ₀₀₀ ― ― ― 資本財・サービス

フィリピン・ペソ通貨計
株 　 数 、 金 　 額 ₁₅, ₆₁₁ ₁₂, ₃₃₁ ₄₅, ₇₆₂ ₁₂₅, ₃₈₉ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₃ 銘柄 ₃ 銘柄 ＜₇. ₇％＞ 

百株 百株 千インド・ルピー 千円 
（インド）
MARUTI SUZUKI INDIA LTD ₁₃₅ ₁₃₅ ₄₉, ₃₆₂ ₉₆, ₂₅₆ 一般消費財・サービス
HINDUSTAN UNILEVER LTD ₁₄₀ ₁₄₀ ₁₃, ₅₆₄ ₂₆, ₄₅₀ 生活必需品
APOLLO TYRES LTD ₁, ₅₀₀ ₁, ₅₀₀ ₂₆, ₀₃₂ ₅₀, ₇₆₃ 一般消費財・サービス
BHARAT FORGE LTD ― ₁₁₆ ₁₅, ₁₃₇ ₂₉, ₅₁₇ 一般消費財・サービス
MOTHERSON SUMI SYSTEMS LTD ₁, ₀₃₀ ₁, ₀₃₀ ₅₀, ₁₅₅ ₉₇, ₈₀₃ 一般消費財・サービス
BAJAJ CORP LTD ― ₄₀₈. ₇ ₁₈, ₇₀₀ ₃₆, ₄₆₅ 生活必需品
EROS INTERNATIONAL MEDIA LTD ― ₅₅₃. ₅₉ ₂₃, ₈₉₀ ₄₆, ₅₈₅ 一般消費財・サービス
TATA MOTORS LTD ₄₈₀ ₄₈₀ ₂₆, ₄₄₃ ₅₁, ₅₆₄ 一般消費財・サービス
ITC LTD ₁, ₁₀₀ ₄₉₄ ₁₆, ₇₀₇ ₃₂, ₅₇₈ 生活必需品
MAHINDRA & MAHINDRA LTD ₂₄₀ ₂ ₂₅₂ ₄₉₁ 一般消費財・サービス

イ ン ド ・ ル ピ ー 通 貨 計
株 　 数 、 金 　 額 ₄, ₆₂₅ ₄, ₈₅₉. ₂₉ ₂₄₀, ₂₄₅ ₄₆₈, ₄₇₇ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₇ 銘柄 ₁₀ 銘柄 ＜₂₈. ₇％＞ 

百株 百株 千インドネシア・ルピア 千円 
（インドネシア）
ASTRA INTERNATIONAL TBK PT ₈, ₅₀₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
GUDANG GARAM TBK PT ₃₀₀ ― ― ― 生活必需品
INDOFOOD SUKSES MAKMUR TBK P ― ₂, ₆₁₈ ₁, ₉₂₄, ₂₃₀ ₁₇, ₈₉₅ 生活必需品
ACE HARDWARE INDONESIA ₃₄, ₂₀₆ ― ― ― 一般消費財・サービス
SELAMAT SEMPURNA PT ₂, ₃₈₁ ₂, ₃₈₁ ₁, ₀₇₃, ₈₃₁ ₉, ₉₈₆ 一般消費財・サービス
ASTRA AGRO LESTARI TBK PT ₄₆₇ ― ― ― 生活必需品
MATAHARI DEPARTMENT STORE TB ― ₁, ₆₉₆ ₃, ₀₀₁, ₉₂₀ ₂₇, ₉₁₇ 一般消費財・サービス
NIPPON INDOSARI CORPINDO TBK ₉, ₀₀₀ ₇, ₇₂₀ ₈₉₉, ₃₈₀ ₈, ₃₆₄ 生活必需品
SURYA CITRA MEDIA PT TBK ― ₆, ₇₅₁ ₂, ₃₃₉, ₂₂₁ ₂₁, ₇₅₄ 一般消費財・サービス
TIGA PILAR SEJAHTERA FOOD ₂₆, ₈₃₅ ― ― ― 生活必需品
MALINDO FEEDMILL TBK PT ₃, ₀₀₀ ― ― ― 生活必需品
NIPRESS PT ― ₃₂, ₆₉₀ ₁, ₉₄₅, ₀₅₅ ₁₈, ₀₈₉ 一般消費財・サービス

インドネシア・ルピア通貨計
株 　 数 、 金 　 額 ₈₄, ₆₈₉ ₅₃, ₈₅₆ ₁₁, ₁₈₃, ₆₃₇ ₁₀₄, ₀₀₇ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₈ 銘柄 ₆ 銘柄 ＜₆. ₄％＞ 
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銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千韓国ウォン 千円 
（韓国）
HYUNDAI MOTOR CO ₁₇ ₁₅. ₃ ₂₇₀, ₀₄₅ ₂₉, ₀₂₉ 一般消費財・サービス
HYUNDAI MOBIS CO LTD ₇ ― ― ― 一般消費財・サービス
KOREA KOLMAR CO LTD ₂₄. ₂₄ ₃₃. ₈₄ ₁₉₄, ₉₁₈ ₂₀, ₉₅₃ 生活必需品
COWAY CO LTD ₄₀ ₄₀ ₃₄₂, ₀₀₀ ₃₆, ₇₆₅ 一般消費財・サービス
PARADISE CO LTD ₄₅ ― ― ― 一般消費財・サービス
DAUM KAKAO CORP ₂₀ ― ― ― 情報技術
LG HOUSEHOLD & HEALTH CARE ― ₂. ₃ ₁₅₀, ₆₅₀ ₁₆, ₁₉₄ 生活必需品
LG ELECTRONICS INC ₂₈ ₁₅. ₂ ₉₁, ₀₄₈ ₉, ₇₈₇ 一般消費財・サービス
AMOREPACIFIC CORP ₂. ₆ ₁. ₇ ₄₈₆, ₅₄₀ ₅₂, ₃₀₃ 生活必需品

韓 国 ウ ォ ン 通 貨 計
株 　 数 、 金 　 額 ₁₈₃. ₈₄ ₁₀₈. ₃₄ ₁, ₅₃₅, ₂₀₁ ₁₆₅, ₀₃₄ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₈ 銘柄 ₆ 銘柄 ＜₁₀. ₁％＞ 

百株 百株 千マレーシア・リンギット 千円 
（マレーシア）
GENTING PLANTATIONS BHD ₂₃₉ ― ― ― 生活必需品
BERJAYA AUTO BHD ― ₁, ₄₃₅ ₅₀₉ ₁₆, ₈₀₀ 一般消費財・サービス

マレーシア・リンギット通貨計
株 　 数 、 金 　 額 ₂₃₉ ₁, ₄₃₅ ₅₀₉ ₁₆, ₈₀₀ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₁ 銘柄 ₁ 銘柄 ＜₁. ₀％＞ 

百株 百株 千タイ・バーツ 千円 
（タイ）
MINOR INTERNATIONAL PCL-FOR ₂, ₇₀₀ ₁, ₆₆₅ ₅, ₆₆₁ ₂₀, ₉₄₅ 一般消費財・サービス
CP ALL PCL-FOREIGN ₂, ₆₀₀ ― ― ― 生活必需品
SOMBOON ADV TECH - FOREIGN ― ₂₄₆ ₄₄₀ ₁, ₆₂₉ 一般消費財・サービス
BEAUTY COMMUNITY PCL-FOREIGN ― ₁, ₇₂₆ ₆, ₉₉₀ ₂₅, ₈₆₄ 一般消費財・サービス
MC GROUP PCL-FOREIGN ₁, ₆₀₀ ― ― ― 一般消費財・サービス

タ イ ・ バ ー ツ 通 貨 計
株 　 数 、 金 　 額 ₆, ₉₀₀ ₃, ₆₃₇ ₁₃, ₀₉₁ ₄₈, ₄₃₉ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₃ 銘柄 ₃ 銘柄 ＜₃. ₀％＞ 

百株 百株 千ベトナム・ドン 千円 
（ベトナム）
MOBILE WORLD INVESTMENT CORP ― ₄₇₆ ₅, ₄₂₆, ₄₀₀ ₃₀, ₉₃₀ 一般消費財・サービス

ベ ト ナ ム ・ ド ン 通 貨 計
株 　 数 、 金 　 額 ― ₄₇₆ ₅, ₄₂₆, ₄₀₀ ₃₀, ₉₃₀ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ― ₁ 銘柄 ＜₁. ₉％＞ 

フ ァ ン ド 合 計
株 　 数 、 金 　 額 ₁₄₄, ₂₃₇. ₈₄ ₁₃₁, ₄₃₉. ₆₃ ― ₁, ₄₀₁, ₈₀₃ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₄₅ 銘柄 ₄₆ 銘柄 ＜₈₅. ₈％＞ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₉ 月₁₃日　至₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₉， 27₈， 10₉円

受 取 配 当 金 ₉, ₂₆₈, ₄₄₆
受 取 利 息 ₉, ₆₆₃

（Ｂ）有価証券売買損益 133， 524， ₉20
売 買 益 ₃₀₇, ₅₈₈, ₄₇₉
売 買 損 △ ₁₇₄, ₀₆₃, ₅₅₉

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 1₈， 507， 47₆
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 124， 2₉5， 553
（Ｅ）前期繰越損益金 357， 023， ₉5₈
（Ｆ）追加信託差損益金 41， 7₉2， 55₈

（配 当 等 相 当 額）（ ₂₀, ₅₆₇, ₀₃₃）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₂₁, ₂₂₅, ₅₂₅）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 523， 112， 0₆₉
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 5₈， 47₉， 310

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 4₆4， ₆32， 75₉
追 加 信 託 差 損 益 金 ₄₁, ₇₉₂, ₅₅₈

（配 当 等 相 当 額）（ ₂₀, ₅₆₇, ₀₃₃）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₂₁, ₂₂₅, ₅₂₅）
分 配 準 備 積 立 金 ₄₂₂, ₈₄₀, ₂₀₁

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₁, ₅₇₁, ₂₇₇ ₈₉. ₇ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁₇₉, ₅₅₃ ₁₀. ₃ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁, ₇₅₀, ₈₃₀ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₃ 月₁₂日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₁. ₅₃円、 ₁ 香港ドル＝₁₅. ₆₅円、 ₁ シンガポール・ドル＝₈₇. ₆₇円、 ₁ 台
湾ドル＝₃. ₈₄円、 ₁ フィリピン・ペソ＝₂. ₇₄円、 ₁ インド・ルピー＝₁. ₉₅
円、₁₀₀インドネシア・ルピア＝₀. ₉₃円、₁₀₀韓国ウォン＝₁₀. ₇₅円、 ₁ マ
レーシア・リンギット＝₃₂. ₉₈円、 ₁ タイ・バーツ＝₃. ₇₀円、₁₀₀ベトナ
ム・ドン＝₀. ₅₇円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₁, ₄₂₄, ₂₅₄千円）の投資信託財産総額
（₁, ₇₅₀, ₈₃₀千円）に対する比率は、₈₁. ₃% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₃ 月₁₂日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 1， 7₆7， 072， 574円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₁₅₄, ₈₅₃, ₅₆₆  
株 式（評価額） ₁, ₅₇₁, ₂₇₇, ₅₂₉  
未 収 入 金 ₃₈, ₈₈₇, ₈₄₀  
未 収 配 当 金 ₂, ₀₅₃, ₆₃₉  

（Ｂ）負 債 132， ₈53， ₆11  
未 払 金 ₅₂, ₂₁₁, ₂₀₈  
未 払 収 益 分 配 金 ₅₈, ₄₇₉, ₃₁₀  
未 払 解 約 金 ₆, ₅₅₄, ₄₂₅  
未 払 信 託 報 酬 ₁₅, ₅₆₂, ₄₄₃  
そ の 他 未 払 費 用 ₄₆, ₂₂₅  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1， ₆34， 21₈， ₉₆3  
元 本 ₁, ₁₆₉, ₅₈₆, ₂₀₄  
次 期 繰 越 損 益 金 ₄₆₄, ₆₃₂, ₇₅₉  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 1， 1₆₉， 5₈₆， 204口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 13， ₉73円

＊ 期首における元本額は₁, ₃₀₅, ₈₃₂, ₃₀₄円、当期中における追加設定元本額は
₁₇, ₂₃₅, ₂₇₂円、同解約元本額は₁₅₃, ₄₈₁, ₃₇₂円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₃, ₉₇₃円です。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当　　　期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₈, ₀₇₅, ₁₂₃円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₁₁₆, ₂₂₀, ₄₃₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₄₁, ₇₉₂, ₅₅₈
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₃₅₇, ₀₂₃, ₉₅₈
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₅₂₃, ₁₁₂, ₀₆₉
（ｆ）分 配 金 ₅₈, ₄₇₉, ₃₁₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₄₆₄, ₆₃₂, ₇₅₉
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁, ₁₆₉, ₅₈₆, ₂₀₄口
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【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 500円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₃ 月₁₂日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₃, ₉₇₃円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）を選択する
こともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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